平成24年4月17日
市内　居宅介護支援事業所　管理者　様
介護予防支援事業所　管理者　様
名古屋市健康福祉局健康福祉部介護指導課長
訪問介護（介護予防訪問介護）及び通所介護（介護予防通所介護）において
変更があった場合のサービス担当者会議の開催を含めた一連の業務を行う
必要性について
日頃は、本市介護保険行政の円滑な推進に格別のご協力をいただき、誠にありがとうございます。
さて、標題の件につきましては、以下のように取り扱いをお願いいたします。
記
１　訪問介護（介護予防訪問介護）あるいは通所介護（介護予防通所介護）における、「介護報酬算定上のサービス提供時間区分」が変更されただけの場合は、サービス担当者会議の開催を含めた一連の業務を行う必要性はない。
ただし、利用者負担額が変更になるため、報酬改定により時間区分と利用者負担額が変更になったことを説明するべきであること（別紙参照）。
２　訪問介護（介護予防訪問介護）あるいは通所介護（介護予防通所介護）における、「サービス内容」あるいは「提供時間」が変更された場合は、利用者のサービス利用に大きく影響するため、サービス担当者会議の開催を含めた一連の業務を行うべきであること。
３　上記１のただし書き部分ないし２について、現在までに実施されていない場合は、今後できる限り早急に行うこと。
なお、サービス担当者会議は、担当者を招集して開催することが原則であるが、4月より既に変更後のサービス提供が開始されている現状にかんがみ、例外的な照会の手法によることもやむを得ない。

担当：介護指導課指導係　052‐972‐3087　
（別紙）
○介護保険最新情報Vol.273（平成24年3月30日）厚生労働省老健局老人保健課ほか
平成24年度介護報酬改定に関するQ&A（Vol.2）について
（抜粋）
居宅サービス計画の変更について
問17　今回、訪問介護や通所介護で時間区分の変更が行われたことにより、あらためて居宅サービス計画の点検（見直し）作業を行うこととなるが、当該作業の結果、時間区分を変更することとしたケースについては、必ずサービス担当者会議を開催しなければならないのか。
（答）
居宅サービス計画の変更は適切なアセスメントとケアマネジメントに基づき、利用者のニーズに応じたサービスを提供する趣旨で行われるものであり、今回の時間区分の変更を契機に、利用者のニーズを踏まえた適切なアセスメントに基づき、これまで提供されてきた介護サービス等の内容をあらためて見直した結果、居宅サービス計画を変更する必要が生じた場合も従来と同様の取扱いとなる。
従って、適切なアセスメントの結果、サービスの内容及び提供時間に変更は無いが、介護報酬算定上のサービス提供時間区分が変更になる場合は、サービス担当者会議を含めた一連の業務を行う必要性はない。ただし、この場合にあっても利用者負担額が変更になることから利用者への説明は必要となる。
なお、従前より訪問介護の所要時間については、現にサービスを提供した時間ではなく、訪問介護計画において定められた内容のサービスを行うために必要と考えられる標準的（平均的）な時間としており、今般の見直し後も所要時間の考え方は変わるものではない。（通所介護においても考え方は同様。）
○愛知県Q&A
通所介護サービスの時間区分変更に伴う再アセスメント等の要否に関するＱ＆Ａ（平成24年4月12日愛知県高齢福祉課「平成24年4月介護報酬改定のページ」掲載）
Ｑ：訪問介護や通所介護で時間区分の変更が行われたことにより、利用者のサービス提供時間を変更する場合は、再アセスメント及びサービス担当者会議の開催等一連の業務を経て、適正にケアプランを変更しなければならないのか。
Ａ：国のＱ＆Ａ（Ｖｏｌ.２）問１７「居宅サービス計画の変更について」にあるように、サービス提供時間の変更はサービスの根幹に関わる部分であり、原則どおりケアプランの見直しを行うことが必要である。
しかし、国のＱ＆Ａ（Ｖｏｌ.２）の発出が３月３０日であったことに鑑みて、県としては、サービス提供時間区分（原文のまま）の変更について、４月中に、再アセスメント及びサービス担当者会議の開催等一連の業務を経て、適正にケアプランが変更され、利用者の同意が得られた場合であれば、４月１日に遡って変更を認める。
